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Ⅰ白石町の財務書類の公表について

１　地方公会計制度の概要

国 ・ 地 方 公 共 団 体 の 公 会 計 制 度 は 、 こ れ ま で 現 金 収 支 に 着 目 し た 単 式 簿 記 が 採 用 さ れ て き ま

し た 。 と こ ろ が 単 式 簿 記 は 、 発 生 主 義 の 複 式 簿 記 を 採 用 す る 企 業 会 計 と 比 べ 、 過 去 か ら 積 み 上

げ た 資 産 や 負 債 な ど の 状 況 を 把 握 で き な い こ と 、 ま た 減 価 償 却 や 引 当 金 と い っ た 会 計 手 続 き の

概 念 が な い と い っ た 弱 点 が あ り ま し た 。 そ こ で 、 財 政 の 透 明 性 を 高 め 、 国 民 ・ 住 民 に 対 す る 説

明 責 任 を よ り 適 切 に 果 た し 、 財 政 の 効 率 化 ・ 適 正 化 を 図 る た め 、 現 金 主 義 会 計 を 補 完 す る も の

と し て 、 企 業 会 計 の 考 え 方 及 び 手 法 を 活 用 し た 発 生 主 義 会 計 に 基 づ く 財 務 書 類 等 の 開 示 が 推

ま し た 。 具 体 的 に は 、 平 成 18 年 5 月 に 公 表 さ れ た 「 新 地 方 公 会 計 制 度 研 究 会 報 告 書 」 を 基 に 、

国 の 作 成 基 準 に 準 拠 し た 新 た な 方 式 に よ る 連 結 ベ ー ス で の 財 務 書 類 （ 貸 借 対 照 表 、 行 政 コ ス ト

計 算 書 、 純 資 産 変 動 計 算 書 、 資 金 収 支 計 算 書 ） の 作 成 及 び 開 示 を 行 う よ う 、 地 方 公 共 団 体 に 対

進されてきまし た。

こ の 要 請 に 基 づ き 各 地 方 公 共 団 体 で は 公 会 計 の 整 備 を 着 々 と 進 め て い き ま し た が 、 総 務 省 は

新 地 方 公 会 計 制 度 の 導 入 に あ た り 、 「 総 務 省 方 式 改 訂 モ デ ル 」 と 「 基 準 モ デ ル 」 の 二 つ の モ デ

ル を 示 し て い ま し た 。 さ ら に 東 京 都 は 東 京 都 方 式 、 大 阪 府 は 大 阪 府 方 式 と 複 数 あ る こ と で 他 団

地 方 公 共 団 体 に お け る 財 務 書 類 の 整 備 に つ い て は 、 総 務 省 か ら 平 成 12 年 と 平 成 13 年 に 普

通 会 計 の バ ラ ン ス シ ー ト 、 行 政 コ ス ト 計 算 書 及 び 地 方 公 共 団 体 全 体 の バ ラ ン ス シ ー ト の モ デ ル

が 示 さ れ 、 平 成 18 年 6 月 「 簡 素 で 効 率 的 な 政 府 を 実 現 す る た め の 行 政 改 革 の 推 進 に 関 す る 法

律 」 が 成 立 し ま し た 。 ま た 続 け て 同 年 8 月 に は 総 務 省 か ら 「 地 方 公 共 団 体 に お け る 行 政 改 革 の

更 な る 推 進 の た め の 指 針 」 が 示 さ れ ま し た 。 こ れ ら の 法 律 、 指 針 に よ り 、 地 方 の 資 産 ・ 債 務 改

革 の 一 環 と し て 、 自 治 体 の 資 産 や 債 務 の 管 理 に 必 要 な 公 会 計 を さ ら に 整 備 す る こ と を 目 的 と し

し て 要 請 を 行 い ま し た 。

「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る 地 方 公 会 計 の 整 備 が 進 む こ と に よ り 、 財 政 状 況 や ス ト ッ ク 情 報 が

「 見 え る 化 」 さ れ 、 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 に よ り 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト が 推 進 さ れ る な ど 、 地 方

公 会 計 は 、 財 務 書 類 や 固 定 資 産 台 帳 を 作 成 す る だ け で は な く 、 そ れ を わ か り や す く 公 表 す る

と と も に 、 資 産 管 理 や 予 算 編 成 、 行 政 評 価 等 に 活 用 さ れ る こ と が 期 待 さ れ て い ま す 。

こ の た め 、 平 成 27 年 1 月 に 公 表 さ れ た 「 統 一 的 な 基 準 に よ る 地 方 公 会 計 マ ニ ュ ア ル 」 の

「 財 務 書 類 等 活 用 の 手 引 き 」 に お い て 、 財 務 書 類 等 の 活 用 の 具 体 的 な 方 法 の 例 や 先 進 自 治 体

体 比 較 が で き な い 等 の 問 題 が 生 じ て い ま し た 。 こ の た め 総 務 省 は 平 成 25 年 8 月 に 「 研 究 会

中 間 と り ま と め 」 を 公 表 、 平 成 26 年 3 月 に 「 地 方 自 治 体 に お け る 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 等 に 関

そ し て 、 平 成 27 年 1 月 に 発 生 主 義 ・ 複 式 簿 記 の 導 入 、 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 に よ り 客 観 性 ・

比 較 可 能 性 を 担 保 し た 「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る 地 方 公 会 計 の 整 備 の 方 針 が 示 さ れ 、 す べ て の

地 方 公 共 団 体 へ こ の 統 一 的 な 基 準 で の 財 務 書 類 を 平 成 30 年 3 月 ま で に 作 成 す る よ う 要 請 さ れ

ま し た 。

する作業部会報告書」「財務書類作成基準に関する作業部会報告書」を公表しました。

の 活 用 事 例 等 が 示 さ れ て い ま す 。 ま た 、 令 和 元 年 8 月 公 表 の 「 統 一 的 な 基 準 に よ る 地 方 公 会 計

マニュアル（改訂）」では、統一的な基準策定後の取組が詳細に提示されており、さらなる地方公会

計 の 活 用 の 視 点 や 方法 の普 及が 図ら れて きて いま す 。
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２　白石町の取り組み

計を含む全体会計や一部事務組合等の関係団体を含む連結会計の財務書類を作成しています。

３　統一的な基準の特徴

統一的な基準による財務書類の特徴として大きく３つ挙げられます。

①発生主義・複式簿記の導入

②固定資産台帳の整備

③比較可能性の確保

４　作成基準日

こ の こ と に よ り 、 現 金 の 取 引 情 報 に と ど ま ら ず 資 産 や 負 債 の 状 況 も 把 握 で き る よ う に な り ま

し た 。 住 民 に と っ て も 白 石 町 の 財 務 状 況 が ど う い っ た も の で あ る か を 判 断 す る こ と が 出 来 る 材 料

作 成 基 準 日 は 、 各 会 計 年 度 の 最 終 日 と し ま し た 。 今 回 の 令 和 元 年 度 決 算 分 で は 令 和 2 年

3 月 31 日 と な り ま す 。 な お 、 地 方 公 共 団 体 に 設 け ら れ て い る 出 納 整 理 期 間 （ 翌 年 度 4 月 1

こ う し た 状 況 の 中 、 白 石 町 で は 、 平 成 23 年 度 決 算 か ら 、 「 新 地 方 公 会 計 制 度 研 究 会 報 告 書 」

（ 平 成 18 年 5 月 ） で 示 さ れ た 「 基 準 モ デ ル 」 に よ る 、 固 定 資 産 台 帳 の 整 備 及 び 財 務 書 類 作 成 を

行 い 、 平 成 27 年 度 決 算 で 「 統 一 的 な 基 準 」 に よ る 財 務 書 類 作 成 へ 移 行 し ま し た 。 「 統 一 的 な 基

準 」 へ の 移 行 に 伴 い 固 定 資 産 の 見 直 し も 行 っ て い ま す 。 そ の う え で 一 般 会 計 だ け で な く 、 特 別 会

の1つになっているものと考えられます。

日 か ら 5 月 31 日 ま で の 間 ） の 収 支 に つ い て は 、 基 準 日 ま で に 終 了 し た も の と み な し て 取 り

扱 っ て い ま す 。
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５　作成対象とする範囲

公営企業
水道事業会計

下水道事業会計

特別会計
国民健康保険特別会計

後期高齢者医療特別会計

会計区分

連結

全体

一般会計等 一般会計

地方三公社
第三セクター

白石町文化振興財団

㈱只江川スポーツパーク

佐賀県西部広域環境組合

杵東地区衛生処理場組合

佐賀県後期高齢者医療広域連合（一般会計）

佐賀県後期高齢者医療広域連合（後期高齢者医療特別会計）

佐賀西部広域水道企業団

西佐賀水道企業団

一部事務組合
広域連合

杵藤地区広域市町村圏組合(一般会計)

杵藤地区広域市町村圏組合（介護保険特別会計）

杵藤地区広域市町村圏組合（ふるさと市町村圏特別会計）

佐賀県市町総合事務組合(一般会計）

佐賀県市町総合事務組合(自治会館管理事業）

佐賀県市町総合事務組合（交通災害共済事業）

佐賀県市町総合事務組合(消防団員等公災補償事業）

佐賀県市町総合事務組合（議員・非常勤職員公災補償事業）

佐賀県市町総合事務組合（退職手当事業）

※全体財務書類とは、一般会計に特別会計や公営企業会計を含めたもので、連結財務書類とは、

全体に一部事務組合などの関係団体を含めたものです。
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Ⅱ一般会計等財務書類

１　財務書類の見方

（ ）

※3 +

※2

※1

※1　貸借対照表の資産のうち「現金預金」の金額は、資金収支計算書の本年度末残高に本年度末歳計外現金残高を

　　　足したものと対応します。

※２　貸借対照表の「純資産」の金額は、純資産変動計算書の本年度末残高と対応します。

※３　行政コスト計算書の「純行政コスト」の金額は、純資産変動計算書に記載されます。

主 義 会 計 で は 、 現 金 決 済 を 伴 わ な い コ ス ト 取 引 （ 非 資 金 取 引 ） が 把 握 さ れ ま す 。 例 え ば 、 建 物

や 工 作 物 等 は 使 用 す る こ と や 時 間 の 経 過 に よ っ て 徐 々 に 価 値 は 低 下 し て い き ま す 。 そ の 価 値 の

減 少 を 減 価 償 却 費 と い う 形 で 把 握 し ま す 。 ま た 、 退 職 手 当 に つ い て は 給 料 の 後 払 い と し て の 性

格 が あ る こ と か ら 、 毎 年 度 、 前 も っ て 勤 務 期 間 に わ た り 退 職 手 当 引 当 金 繰 入 額 と し て 把 握 し ま

す 。 こ の よ う に 現 金 主 義 で は 見 え に く い 減 価 償 却 費 、 退 職 手 当 引 当 金 繰 入 額 と い っ た コ ス ト

ま た 、 分 析 す る 際 に は 、 災 害 や 資 産 の 売 却 な ど 、 単 年 度 毎 に 特 殊 な 事 情 が あ る 場 合 が あ る の

発 生 主 義 ・ 複 式 簿 記 に よ る 財 務 書 類 （ 貸 借 対 照 表 、 行 政 コ ス ト 計 算 書 、 純 資 産 変 動 計 算 書 及

び 資 金 収 支 計 算 書 等 ） は 、 現 金 主 義 ・ 単 式 簿 記 の 予 算 ・ 決 算 情 報 を 補 完 す る も の で あ り 、 発 生

うち
現金預金 臨時損失 財源 財務活動収支

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支

臨時利益 固定資産の変動 前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

本年度末
歳計外現金残高

で、単年度のみではなく、経年で一定期間の推移を併せて見ることも重要です。

情報、資産・負債のストック情報の把握が可能となります。

なお、財務書類4表の相互関係は以下のとおりです。
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２　財務書類四表

（１）貸借対照表（令和2年3月31日現在）

1.固定資産 ＜着目する主な項目＞
（1）有形固定資産 a 有形固定資産・減価償却累計額
　　　事業用資産 a ・取得価額に対する減価償却累計額の比率を見ることで、資産の
　　　インフラ資産 経年の程度を把握。
　　　物品 ※減価償却累計額の金額は、財務書類四表の金額を参照。
（2）無形固定資産

（3）投資その他の資産 ｂ 投資及び出資金・投資損失引当金
      投資及び出資金 b ・投資損失引当金に△印の金額がある場合、業績がよくない第三セクター
      投資損失引当金 等があることを表示。
      長期延滞債権 c
      長期貸付金 ｃ 長期延滞債権・未収金
      基金 d ・長期延滞債権・未収金は、税収等の未納があることを表示。
      その他 ・これらのうち、過去の実績等から、回収が見込めないと推計された
      徴収不能引当金 c 金額を徴収不能引当金に計上。

2.流動資産 ｄ 基金
（1）現金預金 ・使途を明確に定めて積み立てられているものと、年度間の財源の
（2）未収金 c 不均衡を調整するもの（財政調整基金）とが存在。
（3）短期貸付金

（4）基金 d
（5）棚卸資産

（6）その他

（7）徴収不能引当金 c

　資産の部合計

1.固定負債 ＜着目する主な項目＞
（1）地方債 e e 地方債・１年内償還予定地方債
（2）長期未払金 ・次年度以降に償還予定の地方債残高を把握。
（3）退職手当引当金 f ・臨時財政対策債など、固定資産の取得財源ではない特例的地方債
（4）損失補償等引当金 の存在に留意。
（5）その他

f 退職手当引当金
2.流動負債 ・貸借対照表日に職員全員が退職したと仮定した場合に必要となる

（1）1年内償還予定地方債 e 退職手当額を計上。
（2）未払金 ・退職手当組合加入団体は、組合における積立額相当額控除後の、
（3）未払費用 将来的に組合に納付が必要となる金額が計上。
（4）前受金

（5）前受収益 ｇ 余剰分（不足分）
（6）賞与等引当金 ・一般的にマイナス表記が多い。
（7）預り金 この場合、将来の税収や地方交付税などの財源が収入されると
（8）その他 見越して、現世代が将来世代に負担を先送りしていることを表示。

（1）固定資産等形成分

（2）余剰分（不足分） g

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

「 負 債 」 は 、 今 後 、 負 担 す べ き 債 務 で あ る こ と か ら 将 来 世 代 に 対 し て の 負 担 と と ら え る こ と が

で き 、 一 方 で 、 「 純 資 産 」 は 、 今 後 負 担 す る 必 要 性 の な い 資 産 、 言 い 換 え れ ば こ れ ま で の 世 代 や

資産の部

負債及び純資産の部

負債の部合計

地 方 公 共 団 体 の 決 算 書 は 、 1 年 間 で 、 ど の よ う な 収 入 が い く ら あ り 、 そ の 収 入 を 何 に い く ら 使

っ た か 、 と い う 単 年 度 の 状 況 は 把 握 で き ま す が 、 現 在 、 ど れ だ け の 資 産 や 負 債 が あ る の か 、 と い

こ の 貸 借 対 照 表 で は 、 基 準 日 現 在 で 、 ど れ だ け の 資 産 や 負 債 が あ る の か を 把 握 で き ま す 。 「 資

産 」 は 、 保 有 す る 資 産 の 内 容 や 額 が 記 載 し て あ り ま す 。 「 負 債 」 及 び 「 純 資 産 」 は 、 「 資 産 」

う 情 報 は 把 握 が で き ま せ ん 。

を形成するためにどのような財源措置をしてきたかを表しています。

現在の世代、または国、県が負担した分となります。
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1.固定資産 1.固定負債

（1）有形固定資産 　　　（1）地方債

　　　事業用資産 　　　（2）長期未払金

　　　インフラ資産 　　　（3）退職手当引当金

　　　物品 　　　（4）損失補償等引当金

（2）無形固定資産 　　　（5）その他

（3）投資その他の資産

      投資及び出資金 2.流動負債

      投資損失引当金 　　　（1）1年内償還予定地方債

      長期延滞債権 　　　（2）未払金

      長期貸付金 　　　（3）未払費用

      基金 　　　（4）前受金

      その他 　　　（5）前受収益

      徴収不能引当金 　　　（6）賞与等引当金

2.流動資産 　　　（7）預り金

（1）現金預金 　　　（8）その他

（2）未収金

（3）短期貸付金 　負債の部合計

（4）基金 （1）固定資産等形成分

（5）棚卸資産 （2）余剰分（不足分）

（6）その他

（7）徴収不能引当金

　純資産の部合計

　資産の部合計 　負債及び純資産の部合計
　※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

用語解説

①固定資産

　事業用資産・・・・・・・・・・・・ 公共サービスに供されている資産でインフラ資産及び物品以外の資産

（例：庁舎、学校、公民館、公営住宅、福祉施設、収益事業の施設など）

社会基盤となる資産（例：道路、橋、公園、上下水道施設など）

車両、物品、美術品、機械装置等

ソフトウェア、地上権等

有価証券、出資金、出捐金

連結対象団体への出資金等の実質価額が低下した場合に計上

町税や使用料などの滞納繰越調定収入未済分

自治法第240条第1項に規定する債権である貸付金

 （流動資産に区分されるもの以外）

(単位：千円）

貸借対照表
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
一般会計等

勘定科目
一般会計等

金額 割合 金額

17,691,431 29.6% - -

26,495,006 44.3% 1,421,295 2.4%

割合
57,088,167 95.4% 13,761,703 23.0%

44,774,040 74.8% 12,340,408 20.6%

12,306,536 20.6%

5,552,173 9.3% 1,863,797 3.1%

587,602 1.0% - -

7,590 0.0% - -

3,500 0.0% - -

6,707,285 11.2% - -

- - 1,574,816 2.6%

45,035 0.1% - -

2,749,755 4.6% 119,517 0.2%

535,366 0.9% - -

- - - -

1,457△ △0.0% 169,465 0.3%

2,190,428 3.7% 59,278,595 

- - 15,066,174△ 

24,608 0.0%

- - 15,625,500 26.1%

59,837,922 100.0% 59,837,922 100.0%

こ れ ま で に 白 石 町 で は 、 一 般 会 計 等 ベ ー ス で 約 598 億 円 の 資 産 を 形 成 し て き て い ま す 。

そ の 資 産 の う ち 、 74.8 ％ は 土 地 や 建 物 、 工 作 物 な ど の 有 形 固 定 資 産 及 び ソ フ ト ウ ェ ア な ど

- -

647△ △0.0%

44,212,421 73.9%

準 日 時 点 に お け る 金 銭 必 要 額 を 指 し て お り 、 ほ ぼ 全 て の 地 方 公 共 団 体 が マ イ ナ ス に な る こ と が

　インフラ資産・・・・・・・・・・・・

　物品・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　無形固定資産・・・・・・・・・・

　投資及び出資金・・・・・・・・

の 無 形 固 定 資 産 で 形 成 さ れ て い ま す 。 ま た 、 基 金 は 固 定 資 産 、 流 動 資 産 合 わ せ て 約 89 億 円 所

一 方 で 、 将 来 世 代 が 負 担 す べ き 負 債 は 約 156 億 円 と な っ て お り 、 資 産 に 対 し て 26.1 ％

と な っ て い ま す 。 負 債 の 多 く を 占 め る の は 、 地 方 債 が 約 139 億 円 で す 。 ま た 、 地 方 債 の 中

に は 、 国 か ら の 地 方 交 付 税 措 置 を 受 け る 臨 時 財 政 対 策 債 が 約 50 億 円 あ り ま す 。

純 資 産 は 形 成 し た 資 産 に 対 し て 負 担 の 必 要 が な い 金 額 を 指 し て お り 、 資 産 に 対 し て 73.9 ％

と な っ て い ま す 。 こ の 中 で 、 余 剰 分 （ 不 足 分 ） が 約 △ 151 億 円 と な っ て い ま す が 、 こ れ は 基

予 想 さ れ ま す 。

　投資損失引当金・・・・・・・・

　長期延滞債権・・・・・・・・・・

　長期貸付金・・・・・・・・・・・・

有し て おり、資産の14.9 ％を占めて いま す 。
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流動資産に区分される以外の基金

上記以外及び徴収不能引当金以外のもの

（長期前払金、株式会社のその他の投資等）

長期延滞債権や長期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能

                                     見込額（不納欠損額）を見積もったもの

現金や普通預金を指し、歳計外現金も含む

町税や使用料などの現年度調定収入未済分

貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの

財政調整基金

売却を目的として保有している資産

上記以外及び徴収不能引当金以外のもの（前払金、仮払金など）

未収金や短期貸付金等の金銭債権に対する将来の取立不能見込額

（不納欠損額）を見積もったもの

地方公共団体が発行した地方債のうち、償還予定が1年超のもの及び、

地方三公社、第三セクター、一部事務組合等の長期借入金

自治法第214条に規定する債務負担行為で確定債務とみなされるもの

及びその他の確定債務のうち流動負債に区分されるもの以外

原則期末自己都合要支給額

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体

財政健全化法上、将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上

上記以外の固定負債（長期性リース債務等）

地方公共団体が発行した地方債のうち、1年以内に償還予定のもの及

び、地方三公社、第三セクター、一部事務組合等の短期借入金

基準日時点までに支払義務発生の原因が生じており、その金額が確

定し、または合理的に見積もることができるもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を受けている場合、基準日時

点において既に提供された役務に対して未だその対価の支払を終

えていないもの

基準日時点において、代金の納入は受けているが、これに対する義務

の履行を行っていないもの

一定の契約に従い、継続して役務の提供を行う場合、基準日時点にお

いて未だ提供していない役務に対し支払を受けたもの

基準日時点までの期間に対応する期末手当・勤勉手当及び法定福利費

基準日時点において、第三者から寄託された資産に係る見返負債

上記以外の流動負債（短期性リース債務等）

　徴収不能引当金・・・・・・・・

②流動資産

　現金預金・・・・・・・・・・・・・

　未収金・・・・・・・・・・・・・・・・

　短期貸付金・・・・・・・・・・・

　基金・・・・・・・・・・・・・・・・・

　基金・・・・・・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・・

　長期未払金・・・・・・・・・・・

　退職手当引当金・・・・・・・・

　損失補償等引当金・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・

　棚卸資産・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・

　徴収不能引当金・・・・・・・・

③固定負債

　地方債・・・・・・・・・・・・・・・

　前受金・・・・・・・・・・・・・・・

　前受収益・・・・・・・・・・・・・

④流動負債

　1年内償還予定地方債・・・

                                          もの及び、土地開発公社、第三セクターの短期借入金

　未払金・・・・・・・・・・・・・・・

　未払費用・・・・・・・・・・・・・

　賞与等引当金・・・・・・・・・

　預り金・・・・・・・・・・・・・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・・
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（２）行政コスト計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用 ※1
1.業務費用 ＜着目する主な項目＞
　　　（1）人件費 a　減価償却費
　　　（2）物件費等 行政を執行する立場からは、１年間に費消した固定資産（償却資産）の
          内、減価償却費 a 金額を表す項目である。一方で、住民の立場から見た場合には、その
　　　（3）その他の業務費用 金額に見合う施設やインフラに関するサービスの提供を受けたことを
2.移転費用 表示しているとの見方もできる。
　　　（1）補助金等

　　　（2）社会保障給付 ※1　人件費、物件費、移転費用（補助金）などを発生額で計上
　　　（3）他会計への繰出金

　　　（4）その他 ※2　経常的に発生する費用から、使用料及び手数料といった受益者
経常収益 負担収益を差し引くことで純経常行政コストを算定
1.使用料及び手数料

2.その他 ※3　臨時に発生する損失、利益を加味して純行政コスト（税を主とする
純経常行政コスト ※2 一般財源等で賄うべきコスト）を算定
臨時損失

臨時利益

純行政コスト ※3

さ ら に 、 そ の 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 に 対 す る 直 接 の 対 価 で あ る 使 用 料 や 手 数 料 と い っ た 受 益 者

経 常 費 用 と 経 常 収 益 の 差 額 で あ る 純 行 政 コ ス ト は 、 受 益 者 負 担 以 外 の 町 税 や 地 方 交 付 税 、 国

こ う し た コ ス ト を 把 握 す る こ と は 、 町 の 内 部 的 に は 行 政 活 動 の 効 率 性 に つ な が り 、 ま た 、 単 年

度の資産形成費用の多寡にのみ着目せずに、長期的な コス ト 意識 を醸 成す るこ と に もつ な が るも

の と 考 え ら れ ま す 。 さ ら に こ れ ら の コ ス ト に 対 し 、 使 用 料 等 の 住 民 負 担 が ど う で あ っ た か を 明 ら

か に す る こ と も で き ま す 。

行 政 コ ス ト 計 算 書 は 、 民 間 企 業 の 損 益 計 算 書 に あ た る も の で 、 行 政 運 営 に か か っ た コ ス ト の

う ち 、 例 え ば 人 的 サ ー ビ ス や 給 付 サ ー ビ ス な ど 、 資 産 形 成 に つ な が ら な い 行 政 サ ー ビ ス に 要 し た

コ ス ト を 表 し た も の で す 。 ま た 、 実 際 に 現 金 の 支 出 を 伴 う サ ー ビ ス の ほ か に 、 減 価 償 却 費 や 退 職

手当引当金繰入額などの現金支出を伴わないコストまでを含んで表しています。

負担がどの程度あったかを把握することができます。

庫支出金・県支出金などで賄わなければならないコストを表すことになります。
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経常費用
1.業務費用
　　　（1）人件費
　　　（2）物件費等
          内、減価償却費
　　　（3）その他の業務費用
2.移転費用
　　　（1）補助金等
　　　（2）社会保障給付
　　　（3）他会計への繰出金
　　　（4）その他
経常収益
1.使用料及び手数料
2.その他
純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

用語解説

①経常費用

　1.業務費用

職員給与費や賞与等引当金繰入額、退職手当引当金繰入額など

職員旅費、委託料、消耗品や備品購入費（消費的性質）、施設等の維持

修繕にかかる経費や有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費等

支払利息、徴収不能引当金繰入額、過年度分過誤納還付など

　2.移転費用・・・・・・・・・・・ 住民への補助金や生活保護費などの社会保障費、特別会計への繰出

金等

②経常収益

財・サービスの対価として使用料・手数料の形で徴収する金銭

過料、預金利子、売上収益等

③臨時損失・・・・・・・・・・・ 災害復旧事業費、資産除売却損など

④臨時利益・・・・・・・・・・・ 資産売却益など

(単位：千円）

6,693,561 51.5%
2,282,446 17.6%
4,246,217 32.7%

行政コスト計算書

勘定科目
一般会計等

金額 割合
12,991,069 100.0%

注）1
169,987 

4,821,204 37.1%
1,152,770 8.9%

296,982 2.3%

1,809,853 13.9%
164,898 1.3%

6,297,509 48.5%

684,579 
12,136,504 

232,953 
529 

12,368,928 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため
合計金額に齟齬が生じる場合があります。
注）1　この割合は、受益者負担比率を表しています。（経常収益/経常
費用）

26,553 0.2%
854,566 6.6%

受 益 者 負 担 が 適 正 か ど う か を 検 討 す る 場 合 の 一 つ の 材 料 と し て 使 用 す る こ と が 考 え ら れ ま す 。

臨 時 的 に 発 生 し た 損 益 を 含 め て 、 最 終 的 な 行 政 コ ス ト （ 純 行 政 コ ス ト ） は 約 124 億 円 と な

っ て い ま す 。 こ の 純 行 政 コ ス ト に 対 し て ど の よ う な 財 源 を 調 達 し た か に つ い て は 純 資 産 変 動 計

　　　人件費・・・・・・・・・・・・

　　　物件費等・・・・・・・・・・

毎 年 継 続的 に発 生す る費 用で ある 経常 費用 は約 130 億 円と な っ て い ます 。業 務費 用と 移転 費用

に 分 か れ て お り 、 人 件 費 や 物 件 費 な ど の 業 務 費 用 が 約 67 億 円 で 51.5 ％ 、 補 助 金 や 他 会 計 へ

の 繰 出 金 な ど 外 部 へ 支 出 さ れ る 移 転 費 用 が 約 63 億 円 で 48.5 ％ と な っ て い ま す 。 ま た 、

貸 借 対 照 表 で 計 上 し て い る 有 形 固 定 資 産 や 無 形 固 定 資 産 の 1 年 間 の 価 値 の 目 減 り 分 で あ る

一 方 で 、 サ ー ビ ス の 対 価 と し て 徴 収 す る 使 用 料 や 手 数 料 、 受 取 利 息 な ど が 該 当 す る 経 常 収 益

は 約 9 億 円 と な っ て お り 、 経 常 費 用 に 対 し て 6.6 ％ と な っ て い ま す 。 こ の 数 字 は 将 来 的 に は

減価償却費は約18億円計上されて います。

算 書 で 表 さ れ ま す 。

　　　その他の業務費用・・

　使用料及び手数料・・・・

　その他・・・・・・・・・・・・・・
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（３）純資産変動計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

前年度末純資産残高

1.純行政コスト ＜着目する主な項目＞
2.財源 ・本年度差額
　　　（1）税収等 発生主義ベースでの収支均衡が図られているかを表す項目。
　　　（2）国県等補助金 プラスであれば、現世代の負担によって将来世代も利用可能
　本年度差額 な資源を貯蓄したことを意味する一方、マイナスであれば、
固定資産の変動（内部変動） 将来世代が利用可能な資源を現世代が費消して便益を
資産評価差額 享受していることを表示。
無償所管換等

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

前年度末純資産残高

1.純行政コスト

2.財源

　　　（1）税収等

　　　（2）国県等補助金

　本年度差額

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高

比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 に 必 要 と な る コ ス ト が 受 益 者 負 担 以 外 の 財 源 に よ

(単位：千円）

純資産変動計算書

勘定科目
一般会計等

金額

純 資 産 変 動 計 算 書 は 、 貸 借 対 照 表 の 純 資 産 が 、 1 年 間 で ど の よ う な 要 因 で 増 減 し た か 、 を 表 す

1 年 間 の 純 行 政 コ ス ト の 金 額 に 対 し て 、 税 収 等 及 び 国 県 等 補 助 金 の 金 額 が ど の 程 度 あ る か を

もので、本年度末純資産残高は貸借対照表の純資産合計と一致します。

ってどの程度賄われているかを把握することが可能となります。

- 

- 

69,981△ 

282,263△ 

1,661,125△ 

44,212,421 

45,873,546 

12,368,928△ 

11,060,048 

8,417,959 

2,642,089 

1,308,880△ 

な お 本 年 度 純 資 産 変 動 額 に は 減 価 償 却 費 な ど の 非 資 金 仕 訳 が 含 ま れ る た め 資 金 収 支 計 算 書

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額
に齟齬が生じる場合があります。

行 政 コ ス ト 計 算 書 で 計 算 さ れ た 純 行 政 コ ス ト 約 124 億 円 に 対 し て 、 町 税 や 各 種 交 付 金 、 分

担 金 や 負 担 金 、 他 会 計 か ら の 繰 入 金 で あ る 税 収 等 は 約 84 億 円 、 国 県 か ら の 補 助 金 が 約 26

ま た 、 無 償 で 取 得 し た 資 産 等 の 増 減 を 加 味 し た 本 年 度 純 資 産 変 動 額 は 約 △ 17 億 円 と な っ て

億円となっており、純行政コストと財源の差額は約△13億円となっています。

おり、これは今まで積み重ねてきた財源を費消したことを意味します。

の本年度資金収支額とは一致しません。
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用語解説

①前年度末純資産残高・・ 前年度末の純資産の額（前年度貸借対照表と一致）

②純行政コスト・・・・・・・・ 行政活動に係る費用のうち、人的サービスや給付サービスなど、資産

形成につながらない行政サービスに係る費用（行政コスト計算書の「純

行政コスト」の符号を反転した数値と一致）

③財源

町税、地方交付税、地方譲与税など

国庫支出金及び県支出金など

④資産評価差額・・・・・・・ 有価証券等の評価差額

⑤無償所管換等・・・・・・・ 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額など

⑥その他・・・・・・・・・・・・・ 上記以外の純資産の変動

　税収等・・・・・・・・・・・・・・

　国県等補助金・・・・・・・・
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（４）資金収支計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

1.業務活動収支 a ＜着目する主な項目＞
　　業務支出 a　業務活動収支　（経常的な活動に関する収支を集計）
      内、支払利息支出 税収、補助金収入等の経常的な収入で、人件費、物件費等の経常的
　　業務収入 な活動のための支出を賄えているかどうかを表すものであり、投資
　　臨時支出 活動や財務活動の余力があるかを表すものである。業務活動収支は
　　臨時収入 通常プラスになることが望ましく、業務活動収支がマイナスの場合、
2.投資活動収支 b 財政的に良好ではないことがわかる。プラスの場合、業務活動収支の
　　投資活動支出 プラスの範囲内で投資活動収支を賄い、さらには財務活動収支も
　　投資活動収入 賄うのが一般的である。
       基礎的財政収支

3.財務活動収支 c b　投資活動収支　（投資的な活動に関する収支を集計）
　　財務活動支出 公共施設等の整備や基金の積立て、投資等の投資的な活動に関する
　　財務活動収入 支出に対して、補助金や基金の取り崩しによりどれだけ充当したかを
本年度資金収支額 表している。投資活動収支は資産形成等が行われればマイナスに
前年度末資金残高 なることが多く、投資活動収支がプラスの場合は、当年度に基金の
本年度末資金残高 取崩が行われたことや資産形成等がほとんどなかったことを示す
前年度末歳計外現金高 ことが多い。
本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高 c　財務活動収支　（財務的な活動に関する収支を集計）
本年度末現金預金残高 財務活動収支は、当年度の地方債等の発行（収入）及び地方債等の

償還（支出）の状況を表している。地方債の償還が進んでいる場合
には、財務活動収支がマイナスとなるが、財務活動収支がプラスの
場合は、地方債等が増加していることを示すため、今後の地方債等の
償還に可能となる収入が見込まれるか留意する必要がある。

資 金 収 支 計 算 書 は 、 単 年 度 の 資 金 の 収 支 を 表 し 、 1 年 間 の 資 金 の 増 減 を 、 業 務 活 動 収 支 ・

投 資 活 動 収 支 ・ 財 務 活 動 収 支 の 3 区 分 に 分 け 、 ど の よ う な 活 動 に 資 金 が 必 要 で あ っ た か を 示 し

て い ま す 。 ま た 、 本 年 度 末 現 金 預 金 残 高 は 、 貸 借 対 照 表 の 流 動 資 産 の 現 金 預 金 の 金 額

と 一 致 し ま す 。

の借入や元金償還に関する支出を表しています。

業 務 活 動 収 支 は 、 日 常 の 行 政 サ ー ビ ス を 行 う う え で の 収 入 と 支 出 を 表 し て い ま す 。 投 資 活 動

収 支 は 、 主 に 固 定 資 産 形 成 に 関 す る 収 入 と 支 出 を 表 し て い ま す 。 財 務 活 動 収 支 と は 、 地 方 債 等
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1.業務活動収支

　　業務支出

　　内、支払利息支出

　　業務収入

　　臨時支出

　　臨時収入

2.投資活動収支

　　投資活動支出

内、基金積立金支出

　　投資活動収入

内、基金取崩収入

3.財務活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金高

本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高

本年度末現金預金残高

107,308△ 

11,173,564 

105,420 

11,275,899 

209,643 

- 

(単位：千円）

資金収支計算書

勘定科目
一般会計等

金額

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬
が生じる場合があります。

398,603 

1,457,597 

1,856,200 

2,689 

413,160 

415,849 

288,606△ 

2,240,232 

1,185,798 

1,951,626 

1,454,160 

基礎的財政収支 558,857△ 

約 3 億 円 の 赤 字 と な っ て い ま す 。

15 億 円 あ り ま す 。

額の増加につながっています。

は、町債を発行し た額が償還 額よ りも 多か った ため で あ り、 貸借 対照 表の 負債 で あ る地 方債 の総

経 常 的 な 業 務 活 動 収 支 に お い て は 、 約 1 億 円 の 赤 字 と な っ て い ま す 。 ま た 、 投 資 活 動 収 支 も

主 な 投 資 活 動 支 出 と し て 、 公 共 施 設 等 整 備 支 出 で 約 9 億 円 、 基 金 の 積 立 支 出 約 12 億 円 が あ り

ま す 。 主 な 投 資 活 動 収 入 と し て 、 公 共 施 設 整 備 に 係 る 補 助 金 が 約 4 億 円 、 基 金 の 取 崩 収 入 が 約

財 務 活 動 収 支 は 町 債 の 償 還 と 発 行 が 関 わ っ て お り 、 約 4 億 円 の 黒 字 と な っ て い ま す 。 こ れ

113,268 

6,249 

119,517 

535,366 
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Ⅲ全体・連結財務書類

１　貸借対照表（令和2年3月31日現在）

1.固定資産 1.固定負債

（1）有形固定資産 　　（1）地方債

　　　事業用資産 　　（2）長期未払金

　　　インフラ資産 　　（3）退職手当引当金

　　　物品 　　（4）損失補償等引当金

（2）無形固定資産 　　（5）その他

（3）投資その他の資産

      投資及び出資金 2.流動負債

      投資損失引当金 　　（1）1年内償還予定地方債

      長期延滞債権 　　（2）未払金

      長期貸付金 　　（3）未払費用

      基金 　　（4）前受金

      その他 　　（5）前受収益

      徴収不能引当金 　　（6）賞与等引当金

2.流動資産 　　（7）預り金

（1）現金預金 　　（8）その他

（2）未収金

（3）短期貸付金 　負債の部合計

（4）基金 （1）固定資産等形成分

（5）棚卸資産 （2）余剰分（不足分）

（6）その他 （3）他団体出資等分

（7）徴収不能引当金

（8）繰延資産 　純資産の部合計

　資産の部合計 　負債及び純資産の部合計

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

２　行政コスト計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

経常費用
1.業務費用
　　　（1）人件費
　　　（2）物件費等
          内、減価償却費
　　　（3）その他の業務費用
2.移転費用
　　　（1）補助金等
　　　（2）社会保障給付
　　　（3）他会計への繰出金
　　　（4）その他
経常収益
1.使用料及び手数料
2.その他
純経常行政コスト
臨時損失
臨時利益
純行政コスト

（単位：千円）

貸借対照表
資産の部 負債及び純資産の部

勘定科目
全体 連結

勘定科目
全体 連結

金額 割合 金額 割合 金額 割合 金額 割合
31,410,351 37.8%

59,235,510 78.4% 66,593,000 80.2% 18,551,357 24.5% 20,564,168 24.8%

70,870,867 93.8% 76,975,805 92.7% 26,038,691 34.5%

- -

39,927,938 52.8% 44,578,859 53.7% 1,421,295 1.9% 2,666,315 3.2%

17,691,431 23.4% 19,854,272 23.9% - -

- -

13,518 0.0% 1,285,401 1.5% 6,066,039 8.0% 8,179,868 9.9%

1,616,141 2.1% 2,159,869 2.6% - -

4,806,985 6.4% 794,727 1.0% 2,332,568 3.1% 2,683,879 3.2%

11,621,839 15.4% 9,097,404 11.0%

2,185,701 2.6%

104,060 0.1% 115,959 0.1% 86,490 0.1% 154,398 0.2%

- - - - 1,938,733 2.6%

- -

6,710,485 8.9% 8,139,792 9.8% - - 3,788 0.0%

3,500 0.0% 3,500 0.0% - -

- -

3,191△ △0.0% 5,937△ △0.0% 176,839 0.2% 208,674 0.3%

- - 49,364 0.1% - -

115,176 0.2% 167,776 0.2%

130,846 0.2%

2,397,790 3.2% 3,421,332 4.1% - - 471 0.0%

4,700,997 6.2% 6,024,444 7.3% 130,506 0.2%

41.1%

2,190,428 2.9% 2,434,854 2.9% 73,061,296 79,410,658 

- - - - 28,371,259 37.5%

- 166,338 

71 0.0% 3,414 0.0% 25,860,691△ 30,670,976△ 

34,094,229 

2,468△ △0.0% 3,363△ △0.0%

- - - -

- - 431 0.0%

47,200,605 62.5% 48,906,019 58.9%

75,571,864 100.0% 83,000,249 100.0% 75,571,864 100.0% 83,000,249 100.0%

(単位：千円）

行政コスト計算書

勘定科目
全体 連結

金額 割合 金額

2,398,227 13.9% 2,892,573 12.1%
5,249,640 30.4% 6,224,976 26.1%

割合
17,248,890 100.0% 23,817,761 100.0%
7,940,097 46.0% 9,583,350 40.2%

9,308,794 54.0% 14,234,411 59.8%
8,129,463 47.1% 13,027,338 54.7%

2,361,246 13.7% 2,742,149 11.5%
292,229 1.7% 465,801 2.0%

26,561 0.2% 54,303 0.2%
1,418,520 8.2% 2,004,603 8.4%

1,152,770 6.7% 1,152,770 4.8%
- - - -

337,130 348,590 
529 2,802 

16,166,971 22,158,947 

注）1
687,653 1,146,879 
730,867 857,724 

15,830,370 21,813,158 

※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。
注）1　この割合は、受益者負担比率を表しています。（経常収益/経常費用）

一部事務組合などの関係団体を含めたものです。

「 Ⅰ 白 石 町 の 財 務 書 類 の 公 表 に つ い て （ ５ 作 成 対 象 と す る 範 囲 ） 」 で も 述 べ た と お り 、 全 体

財務書類とは、一般会計に特別会計や公営企業会計を含めたもので、連結財務書類とは、全体に
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３　純資産変動計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

前年度末純資産残高

1.純行政コスト

2.財源

　　　（1）税収等

　　　（2）国県等補助金

　本年度差額

固定資産の変動（内部変動）

資産評価差額

無償所管換等

他団体出資等分の増加

他団体出資等分の減少

比例連結割合変更に伴う差額

その他

　本年度純資産変動額

本年度末純資産残高
※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

４　資金収支計算書（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

1.業務活動収支

　　業務支出

　　内、支払利息支出

　　業務収入

　　臨時支出

　　臨時収入

2.投資活動収支

　　投資活動支出

内、基金積立金支出

　　投資活動収入

内、基金取崩収入

基礎的財政収支

3.財務活動収支

　　財務活動支出

　　財務活動収入

本年度資金収支額

前年度末資金残高

比例連結割合変更に伴う差額

本年度末資金残高

前年度末歳計外現金高

本年度末歳計外現金増減額

本年度末歳計外現金高

本年度末現金預金残高
※表示金額は千円単位となっており、四捨五入のため合計金額に齟齬が生じる場合があります。

48,877,472 50,542,237 

16,166,971△ 22,158,947△ 

14,772,484 20,723,456 

(単位：千円）

純資産変動計算書

勘定科目
全体 連結

金額 金額

- - 

- - 

69,981△ 90,419△ 

9,409,579 12,421,581 

5,362,905 8,301,874 

1,394,487△ 1,435,491△ 

212,399△ 46,726△ 

1,676,868△ 1,636,217△ 

47,200,605 48,906,019 

- - 

- - 

- 63,582△ 

161,883 608,115 

14,864,878 20,995,215 

190,748 224,896 

(単位：千円）

資金収支計算書

勘定科目
全体 連結

金額 金額

481,578△ 611,739△ 

2,666,908 3,168,761 

1,185,798 1,337,036 

15,294,398 21,869,225 

267,637 267,637 

- 1,742 

285,137 44,731 

1,808,041 2,054,107 

2,093,178 2,098,839 

2,185,331 2,557,022 

1,454,160 1,509,700 

397,309△ 48,608 

2,278,273 3,301,709 

113,268 113,573 

6,249 6,050 

34,558△ 41,107 

2,312,831 3,264,386 

- 3,785△ 

119,517 119,623 

2,397,790 3,421,332 
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Ⅳ財務書類分析

分析することが重要です。

傾向を踏まえた分析を行うなど留意が必要です。

て指標を算出しています。

分析の視点 住民等のニーズ 指標

▶住民一人当たり資産額

▶有形固定資産の行政目的別割合

▶歳入額対資産比率

▶有形固定資産減価償却率

▶純資産比率

▶社会資本等形成の世代間負担比率

▶住民一人当たり負債額 

▶基礎的財政収支 

▶債務償還可能年数

▶住民一人当たり行政コスト

▶性質別・行政目的別行政コスト

▶受益者負担割合

発生した取引の影響で大きく数値が変動する場合があること、経費の性質的には計算に含めるべきもの

（又は除くべきもの）が、必ずしも加除されていないこと等から、分析結果を読み解く際には複数年度の

な お 、 こ れ ら の 指 標 に 基 づ き 、 類 似 団 体 と の 比 較 分 析 を 効 率 的 に 進 め る た め に 、 各 地 方 公 共 団

体 の 指 標 を 比 較 可 能 な 形 で 示 す 方 法 の 検 討 に つ い て は 、 地 方 公 共 団 体 の 財 務 書 類 の 公 表 の 進 捗 を

踏 ま え 、 引 き 続 き の 課 題 と し て 認 識 す る 必 要 が あ り ま す 。 今 回 の 分 析 で は 、 一 般会 計等 の金 額を 用い

将来世代に残る資産はどのくらいあるか

統一的な基準による 地方 公会 計の 整備 によ り、 従来 の決 算統 計や 地方 公共 団体 の財 政の 健全 化に

関 す る 法 律 （ 平 成 19 年 法 律 第 94 号 ） に お け る 健 全 化 指 標 等 、 既 存 の 指 標 に 加 え 、 地 方 公 共

団 体 が 保 有 す る 資 産 ・ 負 債 に 関 す る 新 た な 指 標 を 算 出 す る こ と に よ り 財 政 状 況 を 多 角 的 に

分 析 す る こ と が 可 能 と な り ま す 。 分 析 の ５ つ の 視 点 で 考 え ら れ る 主 な 指 標 は 下 図 の と お り で す が 、

当 該 年 度 の 類 似 団 体 比 較 （ 数 値 分 析 ・ 指 標 分 析 ） や 経 年 比 較 （ 数 値 ・ 指 標 の 増 減 分 析 ） に よ り

た だ し 、 こ れ ら の 指 標 に つ いて は 、 全 体 の 大 ま か な 傾 向 を 把 握 す る た め に は 有 用 で す が 、 単 年 度 に

将来世代と現世代との負担の分担は適切か

財政に持続可能性があるか
（どのくらい借金があるか）

行政サービスは効率的に提供されているか

歳入はどのくらい税金等で賄われているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）

持続可能性

（健全性）

効率性

自律性

世代間公平性

資産形成度
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１ 資産形成度 将来世代に残る資産はどのくらいあるか

住民一人当たり資産額

しやすい情報となると共に、他団体との比較が容易になります。

算定式

資産合計÷住民基本台帳人口

住民一人当たり資産額

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

※　1月1日現在の住民基本台帳人口を使用

１人当たり投資等・流動資産」とに分けて分析することも可能です。

59,837,922 22,780 2,627

61,271,103 23,244 2,636

・ 資 産 額 を 住 民 基 本 台 帳 人 口 で 除 し て 住 民 一 人 当 た り 資 産 額 と す る こ と に よ り 、 住 民 等 に と っ て 理 解

資産（千円） 住民基本台帳人口（人）
住民一人当たりの

資産額（千円）

62,589,867 24,365 2,569

地 方 公 共 団 体 の 資 産 形 成 度 を 分 析 す る に あ た り 、 住 民 １ 人 当 た り の 資 産 額 を 算 出 す る こ と に よ っ

て 、 住 民 に と っ て も わ か り や す い 情 報 と な る と と も に 、 類 似 団 体 と も 比 較 が 容 易 と な り ま す 。

ま た 、 住 民 １ 人 当 た り 資 産 額 は 、 資 産 合 計 を ベ ー ス に 算 定 し ま す が 、 資 産 に は 、 大 き く 分 け て 、

61,161,391 23,613 2,590

61,588,272 24,010 2,565

得 価 額 等 と 減 価 償 却 累 計 額 と に 分 け 経 年 比 較 す る こ と で 、 人 口 減 少 等 に よ り 資 産 圧 縮 に 取 り 組 ん

だ 結 果 な の か 、 老 朽 化 に よ り 金 額 が 減 少 し て い る の か を 把 握 し 、 資 産 圧 縮 で あ れ ば 評 価 で き ま す 。

住 民 サ ー ビ ス を 提 供 す る た め に 保 有 し 将 来 世 代 に 引 き 継 ぐ 資 産 で あ る 有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 と 、

将 来 、 債 務 返 済 や 行 政 サ ー ビ ス に 使 用 す る こ と が 可 能 な 資 産 （ 投 資 等 、 流 動 資 産 ） と に 分 け ら れ

る こ と か ら 、 「 住 民 １ 人 当 た り の 資 産 額 」 は さ ら に 、 「 住 民 １ 人 当 た り 有 形 ・ 無 形 固 定 資 産 」 と 「 住 民

経 年 比 較 に お い て は 資 産 の 増 減 の 要 因 や 資 産 形 成 の 傾 向 を 明 ら か に す る こ と が 必 要 で す 。

住 民 １ 人 当 た り 資 産 額 の 増 加 は 行 政 サ ー ビ ス に 用 い る こ と が で き る 資 産 形 成 が 進 み 、 資 産 の

蓄 積 が な さ れ た と 評 価 す る こ と が で き ま す が 、 住 民 １ 人 当 た り 資 産 額 の 大 き な 減 少 は 、 金 額 を 取

2,6272,6362,5902,5652,569

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

R1年度H30年度H29年度H28年度H27年度

千円 住民一人当たり資産額
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＜参考＞

住民一人当たり有形・無形固定資産

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

住民一人当たり投資等・流動資産

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

有形・無形固定資産（千円） 住民基本台帳人口（人）
一人当たり

有形・無形固定資産

44,781,630 22,780 1,966

46,140,449 24,010 1,922

47,036,963 24,365 1,931

45,791,882 23,244 1,970

45,446,761 23,613 1,925

15,479,221 23,244 666

15,714,631 23,613 666

投資等流動資産(千円） 住民基本台帳人口（人）
一人当たり

投資等・流動資産

15,056,291 22,780 661

15,447,823 24,010 643

15,552,904 24,365 638

1,9661,9701,9251,9221,931

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

R1年度H30年度H29年度H28年度H27年度

千円 住民一人当たり有形・無形固定資産
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有形固定資産の行政目的別割合

ができます。

す。

有形固定資産の行政目的別の割合

生活インフラ
国土保全

教育 福祉 環境衛生 産業振興 消防 総務 その他 合計

R1年度 52.4% 20.2% 1.0% 1.5% 16.2% 1.2% 7.4% 0.0% 100.0%

H30年度 52.9% 20.2% 1.1% 1.5% 13.8% 1.2% 9.4% 0.0% 100.0%

H29年度 54.8% 21.0% 1.2% 0.0% 13.9% 1.3% 7.7% 0.0% 100.0%

H28年度 55.3% 20.7% 1.2% 0.0% 13.6% 1.2% 7.9% 0.0% 100.0%

H27年度 55.4% 20.7% 1.3% 0.0% 13.4% 1.2% 8.0% 0.0% 100.0%

ることが可能となります。

のか、を読み解くことが可能となります。

しているかを把握することができます。

・有形固定資産の行政目的別（ 生活インフラ・国土保全、福祉、教育等）の割合を算出 する こと によ り、

行 政 分 野 ご と の 社 会 資 本 形 成 の 比 重 の 把 握 が 可 能 と な り ま す 。

・ 経 年 比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 分 野 ご と に 社 会 資 本 が ど の よ う に 形 成 さ れ て き た か を 把 握 す る こ と

・類似団体との比較により資産形成の特徴を把握し、今後の資産整備の方向性の検討の参考になりま

有形 固定 資産 につ いて 、行 政目 的別 の割 合を 算出 する こと によ り、 行政 分野 ごと の社 会資 本の 形成

の 比 重 を 把 握 す る こ と が 可 能 と な り ま す 。 こ れ を 経 年 比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 分 野 ご と に 社 会 資 本

が ど の よ う に 形 成 さ れ て き た の か 、 ま た 、 類 似 団 体 と 比 較 す る こ と に よ り 、 資 産 形 成 の 特 徴 を 把 握 す

生 活 イ ン フ ラ ・ 国 土 保 全 の 代 表 的 な 資 産 と し て は 道 路 工 作 物 等 に 代 表 さ れ る イ ン フ ラ 資 産 が あ り 、

教育の代表的な資産としては学校施設がありますが、それらの公共資産がどのような比重で資産形成

さ れ て い る の か 、 ま た 、 ど の よ う な 速 度 で 資 産 形 成 さ れ て き た か 、 な い し は 老 朽 化 が 進 ん で き て い る

なお、施設の老朽化が加速し ている分野の分析については、金額を取得価額等と減価償却累計額に

分 けて 経 年 比 較 す る こ と で 、 投 資 額 が 少 な いこ と に よ り 金 額 が 小 さ い の か 、 老 朽 化 に よ り 金 額 が 減 少
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歳入額対資産比率

ができます。

算定式

資産合計÷歳入総額

歳入額対資産比率

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

成された資産が、何年分の歳入に相当するのかによっても測ることができます。

・ 当 該 年 度 の 歳 入 総 額 に 対 す る 資 産 の 比 率 を 算 出 す る こ と に よ り 、 こ れ ま で に 形 成 さ れ た ス ト ッ ク と

しての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成の度合いを把握すること

資産（千円） 歳入総額（千円）
歳入額対

資産比率（年）

59,837,922 15,496,885 3.9

61,588,272 13,349,264 4.6

62,589,867 14,737,225 4.2

61,271,103 14,673,874 4.2

61,161,391 14,883,553 4.1

地 方 公 共 団 体 の 資 産 形 成 度 に つ いて は 、 歳 入 総 額 に 対 す る 資 産 合 計 の 比 率 を 算 出 し 、 こ れ ま で に 形

3.9
4.24.1
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有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）

す。

算定式

有形固定資産減価償却率

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

の情報として活用することも可能となります。

要があります。

減価償却累計額
（千円）

有形固定資産-非償却資産
+減価償却累計額（千円）

有形固定資産
減価償却率

46,327,964 82,578,006 56.1%

・ 有 形 固 定 資 産 の う ち 、 償 却 資 産 の 取 得 価 額 等 に 対 す る 減 価 償 却 累 計 額 の 割 合 を 算 出 す る こ と に よ

り 、 耐 用 年 数 に 対 し て 資 産 の 取 得 か ら ど の 程 度 経 過 し て いる の か を 全 体 と し て 把 握 す る こ と が で き ま

・ 固 定 資 産 台 帳 等 を 活 用 す れ ば 、 行 政 目 的 別 や 施 設 別 の 比 率 も 算 出 す る こ と が で き ま す 。

有形固定資産
＝

減価償却累計額

減価償却率 有形固定資産合計-土地等の非償却資産+減価償却累計額

41,780,635 79,975,212 52.2%

40,125,078 79,309,427 50.6%

44,686,756 81,363,605 54.9%

43,502,744 80,836,370 53.8%

保 有 し て い る 有 形 固 定 資 産 の う ち 、 償 却 資 産 の 取 得 価 額 等 に 対 す る 減 価 償 却 累 計 額 の 割 合 を 算 出

することにより、耐用年数に対し て資産の取得からどの程度経過したのかを把握することが可 能と なり

ま す 。 さ ら に 、 行 政 目 的 別 や 施 設 別 に 当 該 比 率 を 算 出 す る こ と に よ り 、 資 産 の 償 却 が 進 ん で いる 行 政

分 野 や 施 設 に つ いて よ り 詳 細 な 把 握 が 可 能 と な り 、 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト における 老朽 化対 策の 検討

な お 、 減 価 償 却 累 計 額 の 算 定 に は 耐 用 年 数 省 令 に よ る 耐 用 年 数 を 用 い る こ と を 原 則 と し て い る た

め、資産の長寿命化対策を行った場合 に、 その 結果 が直 接反 映さ れる もの では ないこと に留 意す る必
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＜参考＞

事業用資産における減価償却累計額

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

インフラ資産における減価償却累計額

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

物品における減価償却累計額

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

減価償却累計額
（千円）

事業用資産-非償却資産
+減価償却累計額（千円）

有形固定資産
減価償却率

20,133,301 32,346,527 62.2%

18,603,717 31,270,336 59.5%

17,943,351 31,075,556 57.7%

19,481,084 31,317,466 62.2%

19,320,099 31,786,212 60.8%

24,301,921 48,562,020 50.0%

23,353,389 47,618,859 49.0%

減価償却累計額
（千円）

インフラ資産-非償却資産
+減価償却累計額（千円）

有形固定資産
減価償却率

25,233,957 48,683,170 51.8%

減価償却累計額
（千円）

物品取得価額
（千円）

有形固定資産
減価償却率

960,707 1,548,309 62.0%

22,410,816 47,303,955 47.4%

21,488,607 46,941,970 45.8%

766,103 1,400,920 54.7%

693,121 1,291,901 53.7%

903,751 1,484,119 60.9%

829,255 1,431,299 57.9%
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２ 世代間公平性 将来世代と現世代との負担の分担は適切か

純資産比率

益を享受していると捉えることができます。

要があります。

算定式

純資産÷資産合計

純資産比率

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

ることが可能となります。

59,837,922 44,212,421 73.9%

61,271,103 45,873,546 74.9%

・ 地 方 債 の 発 行 等 を 通 じ て 、 将 来 世 代 と 過 去 及 び 現 世 代 の 負 担 の 配 分 を 行 う と 考 え れ ば 、 純 資 産

の 変 動 は 、 将 来 世 代 と 過 去 及 び 現 世 代 と の 間 で 負 担 の 割 合 が 変 動 し た こ と を 意 味 し ま す 。

・ た と えば 、純 資産 の増 加は 、過 去及 び現 世代 の負 担に よっ て将 来世 代も 利用 可能 な資 源を 蓄積 した

こ と を 意 味 す る 一 方 、 純 資 産 の 減 少 は 、 将 来 世 代 が 利 用 可 能 な 資 源 を 過 去 及 び 現 世 代 が 費 消 し て 便

・ な お 、 純 資 産 は 固 定 資 産 形 成 分 及 び 余 剰 分 （ 不 足 分 ） に 分 類 さ れ る た め 、 そ の 内 訳 に も 留 意 す る 必

資産（千円） 純資産（千円） 純資産比率

62,589,867 45,825,845 73.2%

純 資 産 の 増 加 は 、 過 去 及 び 現 世 代 の 負 担 に よ り 将 来 世 代 が 利 用 可 能 な 資 源 を 蓄 積 し た こ と を 表 す

一 方 、 純 資 産 の 減 少 は 、 将 来 世 代 が 利 用 可 能 な 資 源 を 過 去 及 び 現 世 代 が 費 消 し て いる と 捉 え ら れ ま

す。このため、純資産に対する資産の比率を算出することにより、保有している有形固定資産等がどの

61,161,391 45,551,141 74.5%

61,588,272 46,057,810 74.8%

世 代 の 負 担 に よ り 行 わ れ た の か を 把 握 し 、 世 代 間 負 担 の 公 平 性 を 測 る こ と が 可 能 と な り ま す 。

ま た 、 純 資 産 比 率 の 経 年 比 較 に よ っ て 、 世 代 間 負 担 が ど の よ う に 推 移 し て い る の か 把 握 す る と と も

に、類似団体比較により、自団体の世代間負担が類似団体と比べてどのような傾向にあるのか把握す

59,837,92261,271,10361,161,39161,588,27262,589,867

44,212,42145,873,54645,551,14146,057,81045,825,845

73.9%74.9%74.5%74.8%73.2%
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社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）

ることができます。

算定式

社会資本等形成の世代間負担比率

（将来世代負担比率）

※地方債（借入先別）から以下を控除したもの

ｲ.臨時財政特例債　ﾛ.減税補填債　ﾊ.臨時税収補填債　ﾆ.臨時財政対策債　ﾎ.税収補填債特例分

社会資本等形成の世代間負担比率

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

握するものです。

では、社会資本等形成に係る世代間の負担割合を把握することができます。

地方債残高（千円）
有形・無形

固定資産合計（千円）
社会資本等形成の
世代間負担比率

8,894,757 44,781,630 19.9%

・有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による調達割合（公共資産等

形成充当負債の割合）を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度を把握す

＝
地方債残高　※

有形・無形固定資産合計

7,894,772 46,140,449 17.1%

8,670,253 47,036,963 18.4%

8,251,481 45,791,882 18.0%

8,118,241 45,446,761 17.9%

「 社 会 資 本 等 形 成 の 世 代 間 負 担 比 率 （ 将 来 世 代 負 担 比 率 ） 」 は 、 社 会 資 本 等 形 成 分 と 財 源 調 達 の う

ち 将 来 世 代 負 担 と な る 地 方 債 残 高 を 比 較 す る こ と で 、 社 会 資 本 形 成 に お ける 世 代 間 負 担 の 状 況 を 把

純 資 産 比 率 で は 、 過 去 及 び 現 世 代 と 将 来 世 代 の 負 担 割 合 を 把 握 で き ま す が 、 将 来 世 代 負 担 比 率

8,894,7578,251,4818,118,2417,894,7728,670,253

44,781,63045,791,88245,446,76146,140,44947,036,963

19.9%
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３ 持続可能性

住民一人当たり負債額

すい情報になるとともに、他団体との比較が容易になります。

算定式

負債合計÷住民基本台帳人口

住民一人当たり負債額

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

団体との比較が容易になるとともに、住民にとってもわかりやすい情報となります。

15,625,500 22,780 686

15,397,556 23,244 662

財政に持続可能性があるか
（どのくらい借金があるか）

・ 負 債 額 を 住 民 基 本 台 帳 人 口 で 除 し て 住 民 一 人 当 り 負 債 額 と す る こ と に よ り 、 住 民 に と っ て 理 解 し や

負債
（千円）

住民基本台帳人口（人）
住民一人当たりの

負債額（千円）

16,764,022 24,365 688

資産 形成 度を 示す 住民 １人 当た り資 産額 と同 様、 負債 の総 額で は、 団体 ごと の財 政規 模が 異な るた

め 、 単 純 に 金 額 の み で 比 較 す る こ と は で き ま せ ん が 、 住 民 １ 人 当 た り の 負 債 額 を 算 出 す る こ と で 類 似

15,610,250 23,613 661

15,530,462 24,010 647
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基礎的財政収支（プライマリーバランス）

増加しないため、持続可能な財政運営が実現できていると捉えることができます。

算定式

基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）

+投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

基礎的財政収支

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

とは限らないことに留意が必要です。

考とすることが考えられます。

・ 税 収 ・ 税 外 収 入 と 公 債 費 を 除 く 歳 出 と の 収 支 を 表 し 、 そ の 時 点 で 必 要 と さ れ る 政 策 的 経 費 を

1,008,204 △ 1,135,628 △ 127,424

776,683 △ 442,382 334,301

そ の 時 点 の 税 収 等 で ど れ だ け 賄 え て い る か を 示 す 指 標 と さ れ て い ま す 。 な お 、 基 礎 的 財 政 収 支 が

均 衡 し て い る 場 合 に は 、 経 済 成 長 率 が 長 期 金 利 を 下 回 ら な い 限 り 経 済 規 模 に 対 す る 債 務 の 比 率 は

業務活動収支
（支払利息支出を除く）

（千円）

投資活動収支
（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く)

基礎的財政収支
（千円）

△ 1,888 △ 556,968 △ 558,857

基礎的財政収支は、業務活動収支と投資活動収支のいずれも赤字の場合、またはどちらか一方が赤字

の 場 合 で も 、 マ イナ ス に な る 可 能 性 が あ り ま す 。 公 共 施 設 等 の 老 朽 化 対 策 が 喫 緊 の 課 題 とな る中 で、

必要な事業を行えば基礎的財政収支はマイナスになる可能性があ るた め、 この 指標 をど のよ うに 評価

分析すべきかについては、検討が必要であり、一概に基礎的財政収支がプラスであることが、評価できる

また、基礎的財政収支が赤字となる場合には、赤字要因の分析 にあ た り 、地 方財 政収 支の 不足 額を

補 て ん す る た め に 発行 する 特例 的な 地方 債で ある 臨時 財政 対策 債等 に留 意し 、業 務活 動収 入に 臨時

1,038,109 △ 180,745 857,365

△ 568,552 △ 4,349 △ 572,901

財 政 対 策 債 発 行 可 能 額 及 び 減 収 補 填 債 特 例 分 発 行 額 を 加 え た 場 合 の 基 礎 的 財 政 収 支 に つ いて も 参

な お 、 政 府 全 体 の 財 政 健 全 化 の 目 標 に も 使 わ れ て い ま す が 、 地 方 公 共 団 体 に お い て は 、 建 設

公 債 主 義 が よ り 厳 密 に 適 用 さ れ て お り 、 原 則 と し て 赤 字 公 債 に 依 存 す る こ と が で き な い た め 、 同 じ

表現を使っていても、国と地方の基礎的財政収支を一概に比較すべきではない点には留意が必要です。

△ 558,857

△ 127,424

334,301

857,365

△ 572,901

△ 800,000

△ 600,000

△ 400,000

△ 200,000
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債務償還可能年数

・実質債務が償還財源の何年分であるかを示す指標です。

参考指標という位置付けとなります。

算定式

①

②

※１ 将来負担額については、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式による。

※２ 充当可能財源は、地方公共団体健全化法上の将来負担比率の算定式の「充当可能基金残高+充当可能特定歳入」とする。

※３ 経常一般財源等（歳入）等は、「①経常一般財源等＋②減収補填債特例分発行額＋③臨時財政対策債発行可能額」とする。

なお、①②は地方財政状況調査様式「歳入の状況 その２収入の状況」、③は地方公共団体健全化法上の実質公債費率の

算定式による。

※４ 経常経費充当財源等は、地方財政状況調査様式「性質別経費の状況」の経常経費充当一般財源等から、次の金額を

控除した額とする。なお、イ～ハは地方公共団体健全化法上の実質公債費率の算定式、二は地方財政状況調査様式「性質

別経費の状況」による。

イ 債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

ロ 一般会計等から一般会計等以外の特別会計への繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの

ハ 組合・地方開発事業団（組合等）への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還の財源に充てたと認められるもの

二 元金償還金（経常経費充当一般財源等）

債務償還可能年数

将来負担額
充当可能

財源
経常一般財源
等（歳入）等

経常経費充当
財源等

R1年度 22,494,462 7,408,901 7,511,909 5,378,188

H30年度 22,945,870 7,972,164 7,691,003 5,418,092

H29年度 23,070,272 8,079,903 7,886,619 5,476,722

H28年度 22,557,823 8,359,051 8,045,528 5,524,219

H27年度 23,452,644 8,473,589 8,209,014 5,538,965

① ② ①/②

債務償還可能年数（年）

7.07

6.59

な お 、 こ の 数 値 は 、 地 方 公 会 計 か ら 得 ら れ る 情 報 で は な い こ と か ら 、 地 方 公 会 計 の 取 組 に お い て は

債務償還可能年数 ＝
将来負担額（※1）-充当可能財源（※2）

経常一般財源等（歳入）等（※3）-経常経費充当財源等（※4）

6.22

5.63

5.61

7.07
6.59
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４ 効率性 行政サービスは効率的に提供されているか

住民一人当たり行政コスト

とすることにより、行政活動の効率性を見ることができます。

算定式

純行政コスト÷住民基本台帳人口

住民一人当たり行政コスト

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

比較が可能となります。

時的に発生するものか）を考慮し、経常的なコストに着目することも有効です。

　したがって、類似団体との比較においては以下の指標が有効です。

12,368,928 22,780 543

11,299,403 23,244 486

・ 行 政 コ ス ト 計 算 書 で 算 出 さ れ る 行 政 コ ス ト を 住 民 基 本 台 帳 人 口 で 除 し て 住 民 一 人 当 た り 行 政 コ ス ト

純行政コスト
（千円）

住民基本台帳人口（人）
住民一人当たりの

純行政コスト（千円）

12,626,223 24,365 518

効 率 性 を 測 る た め に は 、 行 政 コ ス ト に 着 目 す る こ と が 有 効 で す が 、 人 口 規 模 や 面 積 等 に よ り 、 必 要

と な る コ ス ト は 異 な る の で 、 類 似 団 体 と そ の ま ま 比 較 す る こ と は で き ま せ ん 。 住 民 １ 人 当 た り の 行 政

コ ス ト の 額 を 算 出 す る こ と に よ り 、 住 民 に と っ て も わ か り や す い 情 報 と な る と と も に 、 類 似 団 体 と も

11,134,607 23,613 472

10,574,048 24,010 440

ま た 、 類 似 団 体 と 比 較 す る 場 合 、 コ ス ト 発 生 の 要 因 （ 経 常 的 に 発 生 す る も の か 、 特 殊 事 情 に よ り 臨
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＜参考＞

住民一人当たり純経常行政コスト

す。

算定式

純経常行政コスト÷住民基本台帳人口

住民一人当たり純経常行政コスト

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

12,136,504 22,780 533

11,295,864 23,244 486

・ 住 民 一 人 当 た り 純 経 常 行 政 コ ス ト に つ いて は 、 地 方 公 共団 体の 人口 や面 積、 行政 権能 等に より 異な

る も の と 考 え ら れ る た め 、 一 概 に 他 団 体 と 比 較 す る の で は な く 、 類 似 団 体 等 と 比 較 す る こ と が 適 当 で

純経常行政コスト
（千円）

住民基本台帳人口（人）
住民一人当たりの

純経常行政コスト（千円）

12,716,981 24,365 522

11,151,365 23,613 472

10,725,126 24,010 447
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性質別行政コスト

地方公共団体の行政活動に係る効率性を測定することができます。

・類似団体との比較により当該団体の効率性を評価することができます。

性質別行政コスト

業務費用 #########

人件費 #########

物件費等 #########

その他の業務費用#########

移転費用 #########

補助金等 #########

社会保障給付#########

他会計への繰出金#########

その他 26,553,047

把握することができます。

住民一人当たり人件費・物件費等

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

・ 性 質 別 行 政 コ ス ト を 住 民 基 本 台 帳 人 口 で 除 し て 住 民 一 人 当 た り 性 質 別 行 政 コ ス ト と す る こ と に よ り 、

性 質 別 の 行 政 コ ス ト を 経 年 比 較 し 増 減 分 析 す る こ と に よ り 、 効 率 性 の 度 合 い が 把 握 で き る と と も に 、

行 政 目 的 別 の 行 政 コ ス ト を 類 似 団 体 と 比 較 す る こ と に よ り 、 ど の 分 野 の 政 策 に 重 点 を 置 いて いる の か

6,506,174 23,244 280

6,705,068 23,613 284

人件費・物件費等
（千円）

住民基本台帳人口（人）
住民一人当たり

人件費・物件費等（千円）

6,528,663 22,780 287

6,398,913 24,010 267

6,341,414 24,365 260

人件費

18%

物件費等

33%

その他の業務費用

1%

補助金等

37%

社会保障給付

9%

他会計への繰出金

2%

その他

0%

業務費用

52%

移転費用

48%

性質別行政コスト
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５ 自律性

受益者負担の割合（受益者負担比率）

とができます。

算定式

受益者負担の割合（受益者負担比率）

R1年度

H30年度

H29年度

H28年度

H27年度

可能です。

歳入はどのくらい税金等でまかなわれているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）

・ 行 政 コ ス ト計 算書 の経 常収 益は 、使 用料 ・手 数料 など 行政 サー ビス に係 る受 益者 負担 の金 額を 表す

た め 、 こ れ を 経 常 費 用 と 比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 サ ー ビ ス 提 供 に 対 す る 直 接 的 な 割 合 を 算 出 す る こ

・ ま た 、 事 業 別 ・ 施 設 別 に 算 出 す る こ と に よ り 、 受 益 者 負 担 の 割 合 を 詳 細 に 分 析 す る こ と も で き ま す 。

受益者負担比率 ＝
経常収益

経常費用

751,661 12,047,525 6.2%

560,330 11,711,695 4.8%

経常収益
（千円）

経常費用
（千円）

受益者負担比率

854,566 12,991,069 6.6%

な い た め 、 課 題 の 設 定 に よ っ て は 、 分 担 金 や 負 担 金 を 加 え た 比 率 で 分 析 す る こ と が 考 え ら れ ま す 。

受 益 者 負 担 比 率 は 、 経 常 収 益 を 経 常 費 用 と 比 較 す る こ と に よ り 、 行 政 サ ー ビ ス 提 供 に 対 す る 負 担

（ 経 常 費 用 ） に つ い て 、 ど の 程 度 使 用 料 、 手 数 料 等 の 受 益 者 負 担 （ 経 常 収 益 ） で 賄 え て い る の か を 表

し て い ま す 。 こ れ を 経 年 比 較 及 び 類 似 団 体 比 較 す る こ と に よ り 、 受 益 者 負 担 の 特 徴 を 把 握 す る こ と が

ま た 、 事 業 別 ・ 施 設 別 の 受 益 者 負 担 の 割 合 を 算 出 す る こ と に よ り 、 各 事 業 ・ 施 設 の 受 益 者 負 担 の 状

況 を 分 析 し 、 使 用 料 等 の 見 直 し の 必 要 性 等 の 検 討 に つ な げ る こ と が 可 能 と な り ま す 。 な お、 受 益 者 負

担 に 類 似 す る も の で あ っ て も 、 分 担 金 や 負 担 金 と し て 徴 収 し て いる も の に つ いて は 経 常 収 益 に 含 ま れ

567,548 11,292,673 5.0%

581,641 13,298,622 4.4%

854,566751,661560,330567,548581,641

12,991,069
12,047,52511,711,695

11,292,673

13,298,622
6.6%

6.2%

4.8%
5.0%

4.4%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

R1年度H30年度H29年度H28年度H27年度

千円受益者負担比率

経常収益 経常費用 受益者負担比率

31


